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14．消防法 

15．電気工事業の業務の適正化に関する法律（電気工事業法） 

（その他、電気事業法・電気工事士法・電気用品安全法） 

16．ガス事業法・液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

（１） ガス事業法 

（２） 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

17．エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（改正省エネ法） 

18．建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法） 

19．大気汚染防止法 

20．景観法 

21．高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法） 

22．住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法） 

23．建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法） 

24．特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法） 

25．建物の区分所有等に関する法律（区分所有法） 

26．マンションの管理の適正化の推進に関する法律（マンション管理適正化法） 

27．マンションの建替え等の円滑化に関する法律（建替え円滑化法） 

28．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（暴対法） 

29．その他、宅地建物取引業法（宅建業法） 

 


